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H29補正＋H30当初 H30補正＋H31当初

　　豪雨等災害対策関連事業の予算概要　

　

対策の３つの視点と関連予算

【視点①】
インフラ未整備箇所の
対応（予防的措置）

180億円

【視点②】
ダメージを除去し、
後の大きな被災を防止

145億円

【視点③】
急激に悪化する
事態への対応

6億円

　

対策のポイント
・７月豪雨等の近年多発する豪雨を踏まえ、
  平成30年９月に、常設の豪雨災害対策推進本部を設置
・県全体の防災や減災の能力を高めるため、豪雨対策の
  実施体制を大幅に強化
・平時から、通年で部局横断的にハード・ソフト両面の豪雨
　対策を推進

○ 災害に備えた中小河川の改修や道路法面の防災対策　など　【13,824百万円】（土）　
○ ため池や農業用施設の防災・減災対策　など　【1,937百万円】（農）
○ 地すべり防止区域や山地災害危険地の災害防止対策　など　【545百万円】（林）
○ 沖防波堤の延伸、護岸等の嵩上げ、防風柵の設置、雨水排水施設の整備　など　【395百万円】（水）

○ 豪雨等により被災した河川や道路等の公共土木施設の復旧　など　【8,322百万円】（土）
○ 河川内の土砂の除去・流木の除去　【324百万円】　（水・土）
○ 農地、農業水利施設、園芸用ハウスの復旧や果樹の改植等に係る対策　など　【1,773百万円】（農）
○ 豪雨等によって崩壊した山腹の復旧工事や林道の復旧工事等への支援　など　【3,457百万円】（林）
○ 工業団地や漁港施設の復旧　など　【595百万円】　（商・水）

○ 豪雨時の新たな情報伝達手段として、防災情報提供アプリを開発　【41百万円】（危）
○ 災害時の通信システムを多重化するため、防災行政無線システムを再整備　【595百万円】（危）

国の防災・減災、国土強靱化のための「３か年緊急対策」による追い風を大きな力にして、対策をより一層加速
【その他の事業】　避難所運営体制整備の補助金や被災者生活再建支援基金　など　17億円

視点①
180億円

視点②
145億円

視点③　
6億円

その他　
17億円

３４８
億円

1.4倍 348
億円257

億円

計662億円

当初 当初

H30
9･12月
補正

　

予算の推移・内訳

豪雨等災害対策を
H30補正予算
H31当初予算
により強力に推進！

国の「３か年
緊急対策」
を含む

（億円）

【H31当初の内訳】

Ｈ30：257億円【326億円】　  →
【　】内は２月補正を加えた実質的な当初予算ベース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H31：348億円【390億円】

( )は部局名の頭文字

69億円
42億円

272
億円

H30
2月補正H29

2月補正

資料１
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自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、生活の
再建を支援することを目的とし設けられた被災者生活再建支援基金へ
の出えん金を計上する。

豪雨等の災害時の新たな情報伝達手段として、スマートフォン向け
防災情報提供アプリの開発及び導入を行う。

Android OS
i OS

地域を限定
プッシュ通知

・雨量・水位等
・土砂災害警戒情報
・避難勧告等
・避難所開設情報
・任意メッセージ

水防情報

その他
河川カメラ等

気象庁
（解析雨量）

　　　　　豪雨等災害対策関連事業の主な予算概要について（危機管理部）　

平成31年度当初予算　　　　　　1,778,251千円

電光掲示板を活用し、豪雨等の災害
に備えて、県民への啓発を行う。

新

新

新

・被災者生活再建緊急支援事業費補助金（９月補正 3,750千円  12月補正1,500千円）

 被災者生活再建支援法の適用世帯と同等の被害を受けながら、支援法の対象とならない世帯を救済するため市町村が行う支援に対して１/２補助する。

平成30年度補正予算　　5,250千円

災害対策支部（中央西、須崎、幡多）の各支部
庁舎における非常用電源の改修工事を行う。

災害時における市町村や関係機関などとの通信システ
ムの多重化に向け高知県防災行政無線システムの地上
系及び衛星系の再整備工事を行う。
  H31～32年度：地上系、H34年度までに衛星系

視点③

視点③

その他

その他

視点③

非常用電源 支部

その他、避難所や地域防災に関する補助金など６３２，８０１千円を計上

インフラ未整備箇所の対応

視点②

視点③

視点①

ダメージを除去し、後の被害を防ぐこと

急激に悪化する事態への対応

豪雨災害対策推進本部の３つの視点

H30.4.1

◆予備費を増額：今後の災害対応を見据えて予備費を増額する。（70,000千円→140,000千円）（財政課）
       ※予備費は、豪雨等の対策に限定して支出されるものではなく、災害対策以外の需要にも充当される。2



○河川　2,957　　　　　　　　　　　○道路　513
　 伊尾木川等 207箇所（245）　 国道195号等 82路線
○砂防えん堤等　370　　　　　　　○ダム　107
   砂防・急傾斜地 32箇所（21）　永瀬ダムほか
○海岸　186　　　　　　　　 　　　　○その他　39　　　　　　
　 川北海岸等 14海岸　　　　　　　　水防資機材の確保等

○河川・道路・砂防・港湾・海岸施設　11,808
　 安芸川、安満地福良等　385件（384）
○漁港海岸　153
　 古満目漁港海岸　海岸堤防欠壊
○その他災害諸費等　273（240）
　 災害復旧事業に関する測量設計や調査
　

○砂防　891（159）
　 梼原町など  5件（1）
○急傾斜地崩壊対策　188（237）
　 本山町など 4件（1）
○地すべり対策　49（313）
　 大豊町　　
○その他　217（82）
 　市町村による人家裏でのがけくずれ対策

　 

９月補正予算　約178億円（129）１

○道路　100
　応急工事、道路施設の補修　7路線
○海岸　8
　埋塞土砂の撤去　7海岸

１２月補正予算　約1億円２

　
　

　○河川　7,618　　　　　　　　　　　　　　　○ダムの整備　395
　 　日下川等での河川改修74箇所　等　　　和食ダム・春遠ダム
　○砂防関係施設の整備　2,651
　　 通常砂防25箇所 、地すべり対策12箇所
　　 急傾斜地崩壊対策61箇所
　○道路  2,582
  　 法面防災60箇所 、冠水対策1箇所
　○海岸　579
　 　高潮・高波対策　岸本海岸等6海岸
　
　○河川　234　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　香宗川等での河床掘削39箇所　等　　　　 
　○ダムの適正管理　367
　　 永瀬ダム他2ダム
　○河川や道路等の公共施設の復旧　7,022
　　 公共土木施設の復旧
　○土砂災害　577
　　 市町村による人家裏でのがけくずれ対策　等　　　
　○海岸　423
　 　漂着した流木等の除去、被災施設の早期復旧、排水機場の維持修繕

　○河川　35
　 　河川計画等検討調査を実施
　

　平成３１年度当初予算　約225億円4

【土木部】 豪雨等災害対策関連事業予算概要
豪雨等災害対策関連事業　 総額 約371億円　

河川や道路等の公共施設の本格復旧

土砂災害箇所での緊急的な新規施設整備

梼原町

本山町

（単位：百万円）

【視点①】インフラ未整備箇所の対応

【視点②】ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐこと

【視点④】その他の事業

【視点②】ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐこと

【視点②】ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐこと

（単位：百万円）

（単位：百万円）

奈半利川

川北海岸

岸本海岸　離岸堤整備状況

安芸川及び県道安芸物部線 県道安満地福良線

堆積土砂や崩土、流木・倒木等の撤去（県単独事業　等）　

＜7月豪雨の応急対策と次の豪雨等への備え＞

＜7月豪雨後（台風24号等）への対応＞

＜今後の豪雨等災害に備えたｲﾝﾌﾗ整備・計画的な維持管理を着実に実施＞

伊尾木川（河床掘削・流木撤去）

日下川（堤防整備）

大豊物部線

三津高岡海岸

堆積土砂撤去

○河川　 2,148（1,948）                      　○砂防関係　486
　 河床掘削および樹木伐採を実施　     砂防えん堤等の整備による避難所等の保全
○道路　513                              
   法面防災や道路の拡幅等を実施
○海岸　120
　 離岸堤、人工リーフの整備による高潮・高波対策

○ダムの適正管理 　93
　 永瀬ダム他2ダム

【視点①】インフラ未整備箇所の対応

【視点②】ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐこと

県道安田東洋線（法面防災）

　2月補正予算　約34億円（32）３

烏川（樹木伐採）

（単位：百万円）

（7,572）

（）書きは２月補正後の予算額
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平成31年度当初予算

南海トラフ地震・豪雨災害対策（健康政策部）
～災害時の医療救護、保健衛生の体制強化～

健康長寿政策課、医療政策課
医事薬務課、健康対策課、食品･衛生課

  ・前方展開型の医療救護体制構築事業費   3,9０0千円
   前方展開型の医療救護活動を実現するため、訓練等を通じて、全地域において
  策定された行動計画のバージョンアップを支援する。

  ・地域災害・救急医療体制強化事業  1２,000千円
  県内の救急医療体制の確保・充実を図るため、高知大学医学部の
  災害・救急医療支援プロジェクト事業を支援する。

  ・災害時医療従事者等研修委託料  5,673千円
  DMATを養成するとともに、その他医療救護活動に従事する者の
  専門性向上を図るための研修を実施する。

   ・災害医療研修実施事業費  6,210千円
  地域の医師が日頃の診療科を問わず負傷者への初期対応ができるよう、
  災害医療に関する知識や技術を修得するための研修を実施する。

  ・震災対策訓練実施事業  5,640千円
  災害急性期の保健医療調整本部（災害医療対策本部から改組予定）の
  機能強化を図るため、本部要員や医療関係者が参加する図上訓練を実施する。

  ・医療機関等災害対策強化事業費補助金  39,698千円
　　　災害時における医療救護活動を迅速かつ円滑に行うため、医療機関等
  が行う施設、設備、備品の整備及びBCP策定を支援する。

  ・医療施設災害対策推進事業費  144,490千円
  大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす医療機関の耐震化等を支援する。

地域ごとの医療救護の体制づくり

 H3１当初予算見積額 　1,671,139千円

 ・在宅難病等患者及び人工透析患者災害支援事業費  1,282千円
    継続した医療ケアが必要な難病等患者への医療提供体制の整備を進めるほか、
      災害透析コーディネーターや透析医療機関と連携して、検討会や研修会を開催
  するとともに、発災時の人工透析提供に向けた訓練を実施する。

               
  ・広域火葬体制整備事業費  529千円
    災害時の効率的な火葬体制の整備を推進するため、広域火葬訓練や研修会を開催
       する。

   ・災害時医薬品等備蓄事業費  1,850千円
     初期の医療救護活動に必要な災害用医薬品の備蓄・保管管理を行う。

 ・自然災害時保健活動強化事業費  888千円
   自然災害発生時の保健活動を円滑に行うため、「南海トラフ地震時保健活動
   ガイドラインver.2」をもとに市町村の保健活動マニュアルの見直しを支援する。

  ・災害歯科保健医療対策推進事業費  567千円
    災害時の歯科保健医療体制の構築を図るため、関係者による協議会を開催する。

 ・水道施設整備事業費   151,278千円
   災害時でも安全・安心な水を供給できる水道施設の整備を促進するため、市町村が
     整備する配水池の耐震化等を支援するともに、重要給水施設への基幹管路の耐震化
     対策や応急給水対策など市町村の取るべき対策を盛り込んだ「高知県水道ビジョン」
     を策定する。

   

災害時の在宅難病患者の体制づくり

水道施設の耐震化　　　　　　　　　　　　　　　　　

 ・災害時ペット同行避難啓発事業費  938千円
   多くの県民が同行避難できるよう必要なしつけ方等を学ぶことができる
     講習会を毎月、休日に開催する。

効果的な保健衛生活動等の展開

災害時の医薬品等確保・供給体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　

ペットの同行避難　　　　　　　　　　　　　　　　

広域火葬体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨

豪雨
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 ○福祉避難所の指定促進

 ○「高知県社会福祉施設防災対策指針」の策定

 ○「安全対策シート」の集計・分析

 ○防災アドバイザー（こうち防災備えちょき隊）の派遣

東日本大震災以降の取り組み

三原村

土佐町

大川村 本山町
大豊町

高知市 香南市

芸西村

馬路村

北川村
東洋町

室戸市

安田町
田野町
奈半利
町

安芸市

南国市

いの町

日高村

土佐市

須崎市

佐川町

越知町

仁淀川町

津野町

梼原町

中土佐町

四万十町

黒潮町
四万十市

宿毛市

大月町 土佐清水市

   ○社会福祉施設等の施設改修や装備確保を支援

   ○高台移転等に関する調査・検討、高台移転への支援

平成３１年度の取り組み
要配慮者の支援対策 ・ 心のケア体制の整備

平成３０年度の取り組み

○災害対策基本法の改正（H26.4.1施行分）により、
　「避難行動要支援者名簿」の作成が市町村に義務化
○H27.3月末　全市町村で避難行動要支援者名簿作成完了

 

○個別避難計画（個別計画）を作成し、訓練を行うなど地
　域ごとの避難支援体制の構築を支援

災害時要配慮者の避難支援対策

社会福祉施設等の防災対策

○指定状況
　　 （H25年8月末現在） 19市町村   86施設
　 →（H27年8月末現在） 34市町村 174施設
　 →（H29年9月末現在） 　〃　　  200施設
　 →（H30年9月末現在）　 〃        209施設

・指定は増加しているが、要配慮者に対して不足が見込まれる。
・運営するための人材の育成・確保及び運営方法等の整備が必
 要。

福祉避難所の整備促進

○「要配慮者避難支援対策事業費補助金」による支援
　・避難行動要支援者名簿に基づく個別の避難計画の作成
  や訓練等に必要な経費を市町村に対して助成

○　避難行動要支援者名簿に基づく個別計画の作成支援
・名簿に基づき、地域主体での個別避難計画の作成や訓

  練が早期に行われるよう市町村に対し、個別の助言や
  情報提供

・福祉避難所の指定促進・機能強化を図るため、市町村が行う
 福祉避難所に最低限必要となる物資等の購入、備蓄倉庫の購
 入設置、運営訓練等を支援する。

・福祉避難所の運営が円滑にできるよう、福祉避難所の運営に
 関する研修会や運営訓練を各ブロックで実施する。

・災害時に地域で福祉的な支援を必要とする方への適切な対
 応を行うため、「高知県災害福祉広域支援ネットワーク検討 
 会」において、福祉専門職の派遣体制（DWAT）等を検討す
 る。

・南海トラフ地震対策推進地域本部と福祉保健所の連携強化や、
 補助率の嵩上げ等により、市町村の個別計画策定等を加速す
 る。

・ 県内において、DPAT隊員や災害時に心のケア活動を実践
 できる人材を養成する。

○「福祉避難所指定促進等事業費補助金」による支援
　・最低限必要な物資等の購入経費に加え、備蓄倉庫の購
  入設置費及び運営訓練等に必要な経費を市町村に対し
  て助成

○「福祉避難所運営訓練マニュアル」を活用した支援
・ブロック別研修会や市町村訪問等により、マニュアル

  に基づく行政、施設職員、地域住民等が協力した運営  
  訓練の啓発
 ・市町村による運営訓練の実施支援

○　災害福祉広域支援の体制の検討
・県内における災害福祉広域支援の検討

　　　

○災害時の心のケア体制の整備
　・ DPAT隊員養成のための研修の開催
 ・災害時の心のケア活動実践者養成のための研修の開催
 

 〇社会福祉施設等の防災対策の推進
    緊急避難用の施設改修等への支援
    耐震化・高台移転の推進

 ○社会福祉施設等のＢＣＰ策定への支援
   （従業員50人以上の事業者のBCP策定率:
    平成30年度末目標100%）
    防災アドバイザー（こうち防災備えちょき隊）等
    の派遣による策定支援

平成３０年度の取り組み

平成３１年度の取り組み

津波想定浸水区域にある社会福祉施設等に対する緊急避難用の
施設改修や、救助用品・自家発電装置等の導入等への支援

社会福祉施設等耐震化等（就労継続支援Ｂ型１施設、
障害者支援施設１施設）、高台移転（共同生活援助１施設）

南

南 南

南

県民の安全・安心の確保のための体制づくり
～南海トラフ地震や豪雨災害に備える安心して暮らせる地域づくり～

当初予算見積額691百万円 
（Ｈ30年度：285百万円）　

【地域福祉部】

  療養病床の転換と併せて耐震化等整備を行う場合への上乗せ助成
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農業振興部

②ダメージを除去し、後の被災を防ぐこと
＜生産施設等被害への支援＞ 99,056
 ○農業被害を受けた農産物の生産施設・機械の復旧を支援
  ・農業経営基盤強化促進事業費（経営体育成支援事業費補助金）

①インフラ未整備箇所の対応 1,937,074（1,524,388）
＜ため池対策＞1,339,939（925,988）
○ため池の決壊等による被害の未然防止対策を実施
 ・県営ため池等整備事業費

＜地すべり対策＞182,700（112,875）
○地すべりによる被害の除去・軽減対策を実施
 ・地すべり防止事業費

＜その他農業用施設等の防災減災対策＞414,435（485,525）
○優先度の高い農業用施設（水路等）などの防災・減災対策を実施
 ・耕地自然災害防止事業費 ほか

②ダメージを除去し、後の被災を防ぐこと 1,772,663（875,052）
＜園芸用ハウス被害への支援＞ 14,400（ － ）
 ○被災した園芸用ハウスの復旧を支援
  ・園芸用ハウス整備事業費（園芸用ハウス整備事業費補助金 災害復旧区分）

＜果樹被害への支援＞ 7,367（ － ）
 ○被災した果樹の改植や未収益期間の園地維持に要する経費を支援
  ・園芸産地総合対策事業費（果樹経営支援対策事業費補助金）

＜農地等の被害への支援＞ 642,071（403,712）
 ○農地・農業用施設の災害復旧
  ・団体営農地災害復旧事業費 ほか

＜今後の豪雨に備えた対策＞1,108,825（471,340）
 ○農地等の湛水被害に備えた農業水利施設等の長寿命化対策を実施
  ・農業水路等長寿命化事業費（県営） ほか

（単位：千円）

②ダメージを除去し、後の被災を防ぐこと
＜農地等の復旧支援＞ 1,829,078
 ○市町村や土地改良区等が実施する農地・農業用施設の災害復旧
  ・団体営農地災害復旧事業費（現年災団体営農地災害復旧事業費補助金）
   ほか
 ○国の限度額を超える農地の復旧費用を県と市町村で支援し、農家負担を軽減
  ・農地災害復旧緊急支援事業費

＜地すべり対策＞ 9,980
 ○地すべりの兆候が疑われる箇所の調査を実施
  ・耕地自然災害防止事業費

＜果樹被害への支援＞ 15,750（債務負担：H31∼H33）
 ○被災した果樹園の改植や未収益期間の園地維持に要する経費を支援
  ・園芸産地総合対策事業費（果樹経営支援対策事業費補助金） 

＜農業用施設等被害への支援＞ 16,667
 ○被災した農業用施設・機械の復旧にかかる経費について国に加え、

県が新たに支援
  ・農業経営基盤強化促進事業費（被災農業経営体復旧緊急支援
   事業費補助金）
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【林業振興・環境部】平成３１年度豪雨等災害対策関連予算　　　　　　　　　　　

●豪雨等による被害からの復旧　６，８４５百万円（うち繰越　３，３８７百万円）　

●災害の発生を未然に防止　７２２百万円（うち繰越　２５０百万円）

●津波や高波から守る　７３百万円

防潮堤の老朽化
による被害

イ
ン
フ
ラ
未
整
備
箇
所
の
対
応

ダ
メ
ー
ジ
を
除
去
し
、
後
の
大
き
な
災
害
を
防
止

避難路等
の保全

防潮堤の
倒壊

総額７,６４０百万円
（うち繰越３，６３７百万円）

○山地災害防止事業　６２百万円（うち繰越１０百万円）
　　市町村が実施する小規模な崩壊などの災害復旧工事へ補助
　　　・山地災害防止事業費補助金　（10箇所（繰越２箇所））

○林道災害復旧事業　２，６１８百万円（うち繰越１，４６５百万円）
　　市町村等林道管理者が実施する林道施設の災害復旧工事へ補助
　　　・林道災害復旧　（140箇所（繰越122箇所））

○森の工場活性化対策事業　１４百万千円　
　　災害等により機能が損なわれた作業道等の復旧・補修工事へ補助
　　　・林内路網アップグレード事業

　○山地治山事業　２，６８０百万円（うち繰越１，２７４百万円）　　　　　　　　　　　
　　豪雨等による山腹の崩壊の復旧工事を実施（主に７月豪雨対応）
　　　・復旧治山　25箇所（うち繰越8箇所）

　　　・新　緊急総合地すべり防止　１箇所

　　　・新　復旧治山７月豪雨対応　20箇所（うち繰越14箇所）
　　　　　
　

　○山地防災事業　 ９９７百万円（うち繰越３５３百万円）
　　小規模な崩壊などの復旧工事を実施
　　　・林地荒廃防止　30箇所（うち繰越12箇所）
　　　　
　○林地災害復旧事業　４７４百万円（うち繰越２８５百万円）
　　豪雨などにより被災した治山施設の復旧工事を実施
　　　・林地災害復旧　（２箇所（繰越２箇所））

大規模被害（大豊町）
作業道被害林道被害

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

　○山地災害防止事業　７３百万円
　　防潮堤の陸こうの常時閉鎖や防潮堤の老朽化を把握するための調査を実施
　　　・陸こうの閉鎖　４箇所

　　　・新　防潮堤の点検（Ｈ31、32の２ヶ年で調査を実施）　　

　○山地防災事業　８９百万円（うち繰越１４百万円）
　　崩壊等の可能性の高い山地を保全するための施設整備を実施
　　　・予防治山　　４箇所（うち繰越１箇所）　　

　○山地治山事業　３４７百万円（うち繰越１２３百万円）
　　地すべり防止区域において、地すべりの抑制・抑止施設の整備を実施
　　　・地すべり防止　７箇所（うち繰越４箇所※重複あり：１箇所）

　○山地災害防止事業　２８６百万円（うち繰越１１３百万円）
　　山地災害危険地区や、避難路や避難場所を保全するための施設整備を実施
　　　・治山施設の整備や維持・修繕　23箇所（うち繰越６箇所）　

　　　・津波避難路等の保全　　２箇所

＜県対応＞ ＜市町村等対応＞

＜全て県対応＞

陸こうの閉鎖

地すべり防止工事 避難路

その他：災害関連緊急治山（繰越2,512百万円）
　　・復旧治山　 　1,688百万円（16箇所）
　　・地すべり防止　824百万円（  3箇所）　　　
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平成31年度当初予算見積額　1,009,358（865,435）　対前年度比  116.6％　　　　　 （単位：千円）

豪雨等災害対策関連予算説明資料 水産振興部

◆豪雨等の災害を防止・軽減するための、漁港及び漁村における沖防波堤の
延伸、護岸・用地の嵩上、防風柵の設置、雨水排水施設の整備等を推進

   ・豪雨対策（雨水排水施設の整備等）
   宇佐地区 他
 ・暴風対策（防風柵の設置）

   佐賀漁港
 ・高潮・高波対策（沖防波堤の延伸、護岸・用地の嵩上等）
   安芸漁港、野根漁港、羽根漁港 他

インフラ未整備箇所の対応　394,987（292,746）

◆被災後の水産業の早期再開に必要な計画策定・情報収集
 ・豪雨、高潮・高波対策

   清水地区（漁業地域ＢＣＰの策定）

   県内一円（作業船位置・回航情報システムの試行運用）

その他の事業　7,800（16,748）

◆被災した漁港施設の復旧

   ・豪雨、暴風、高潮・高波対策（漁港施設災害復旧事業等）
   県内一円
 

◆事前に被災を防止するためのハード・ソフト対策の推進

 ・豪雨、高潮・高波対策（漁港施設の保全工事、保全計画策定、河口浚渫等）
   県内一円
 

◆漁業活動を継続するための障害物除去
   ・豪雨、高潮・高波対策（航路浚渫、塵芥処理等）
   県内一円

ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐ　606,571（555,941）

雨水排水施設の整備(宇佐地区)

被災した漁港施設の復旧
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